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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】感熱記録体の裏面（感熱記録層の反対面）に印刷した場合においても、感熱記録
面に印字した画像品質、特にバーコード読取り性と再印字性に優れると共に、感熱記録層
塗工液等の塗工工程で良好な操業性を有しながら、古紙再生時の離解性が良好な感熱記録
体を提供する。
【解決手段】支持体上に、無色ないし淡色の電子供与性ロイコ染料及び電子受容性顕色剤
を含有する感熱記録層を設けた感熱記録体において、該支持体に機械パルプを５重量％以
上含有させ、支持体のサイズ剤処理を調節することにより、支持体の感熱記録層を設ける
面の点滴吸水度を５０秒以上とすると共に、支持体の６０分間の水浸漬後におけるＪＩＳ
　Ｐ８１３５に規定される湿潤引張強さの測定値を、ＪＩＳ　Ｐ８１２４に規定される坪
量の値で除した値を２以上１１以下とする。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
支持体上に、無色ないし淡色の電子供与性ロイコ染料及び電子受容性顕色剤を含有する感
熱記録層を設けた感熱記録体であって、該支持体が機械パルプを５重量％以上含有するパ
ルプから成り、該支持体の感熱記録層を設ける面の点滴吸水度（滴下水の量を０．００１
ｍｌとする以外は、紙パルプ技術協会 Ｊ．ＴＡＰＰＩ　Ｎｏ．３２－２：２０００に規
定される点滴吸水度に準じる。）が５０秒以上であり、該支持体の６０分間の水浸漬後に
おけるＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定される湿潤引張強さの測定値を、ＪＩＳ　Ｐ８１２４に
規定される坪量の値で除した値が２以上１１以下であることを特徴とする感熱記録体。
【請求項２】
前記支持体と前記感熱記録層との間にバインダーと顔料とから成る下塗り層を設け、その
塗工量が１５ｇ／ｍ２以下である請求項１に記載の感熱記録体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、感熱記録体の裏面印刷した際の印刷裏抜けに優れ、且つ感熱記録面の印字
品質、特にバーコード読取り性と再印字性に優れると共に、感熱記録層塗工液等の塗工工
程で良好な操業性を有しながら、古紙再生時の離解性が良好な感熱記録体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　感熱記録体は通常無色ないし淡色の電子供与性ロイコ染料（以下、「ロイコ染料」とも
いう）とフェノール性化合物等の電子受容性顕色剤（以下、「顕色剤」ともいう）とを、
それぞれ微細な粒子に磨砕分散した後、両者を混合し、バインダー、充填剤、感度向上剤
、滑剤及びその他の助剤を添加して得られた塗液を、紙、合成紙、フィルム、プラスチッ
ク等の支持体に塗工したものであり、サーマルヘッド、ホットスタンプ、熱ペン、レーザ
ー光等の加熱による瞬時の化学反応により発色し、記録画像が得られる。感熱記録体は、
ファクシミリ、コンピューターの端末プリンタ、自動券売機、計測用レコーダー、スーパ
ーマーケットやコンビニ等のレシート等の記録媒体として広範囲に使用されており、レシ
ートの記録媒体として使用される場合には、裏面に広告等を印刷する機会が増えており、
感熱記録体には従来から要求されている発色感度、画質などの品質のほか、一般印刷適性
（印刷裏抜け防止、着肉性、印刷作業性など）が求められている。
　感熱記録体の裏面に一般印刷を施した場合、感熱記録体の支持体の不透明度が不十分で
あると、印刷した際に反対面（感熱記録層のある面）へインキが浸透し、感熱記録層に印
字した文字等が読み取りにくくなる問題（即ち、印刷裏抜け）が生じる。このため、感熱
記録体の支持体の不透明度を向上させることが重要となる。
【０００３】
　一般に紙の不透明度を向上させる方法として、紙を嵩高にすることが知られている。感
熱記録体の分野では、多価アルコールなどの嵩高剤を添加した支持体を用いて、発色感度
を向上させた感熱記録体が開示されている（特許文献１）。
　また機械パルプは新聞紙や雑誌等の原料として用いられているが、一般に機械パルプを
使用することで紙が嵩高になることが知られている（特許文献２など）。
　また、裏面にインクジェット記録適性を持たせた感熱記録体において、支持体と感熱記
録層との間に二層の下塗り層を設けることにより、インクジェット記録された場合に感熱
記録面に対するインクジェットのインクによる影響を抑制する方法が開示されている（特
許文献３）。
【０００４】
　一方、近年の資源保護運動の高まりから、オフィスや工場から排出される紙ゴミなどの
古紙を回収し、原料として再利用することが望まれているが、一般に感熱記録体は古紙再
生時の離解性が劣るため、混入の禁忌品とされている。
　これは、感熱記録体の支持体に、感熱記録層塗工液等の塗工工程での断紙を防ぐ意味か
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ら、支持体の湿潤強度を高めるために湿潤強度増強剤が含有されていることによる。古紙
再生処理を想定した場合、離解が素早く行われることが好ましく、その意味からは湿潤強
度の低いものが好ましい。しかし、このような湿潤強度の低い感熱記録体は、感熱記録層
塗工液等の塗工工程において、塗工機でかけられるテンションに支持体が耐えられず、断
紙、機械停止という操業性の低下を招くという問題がある。
【０００５】
　感熱記録体の古紙再生に関しては、例えば、支持体に湿潤強度増強剤としてグリオキザ
ール及び／又はジアルデヒドデンプンを使用し、５分間および６０分間の水浸漬後におけ
る支持体のＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定される湿潤引張強さの測定値を、ＪＩＳ　Ｐ８１２
４に規定される坪量の値で除した値を特定の範囲とすることで、塗工工程での断紙が発生
しない湿潤強度を有し、かつ古紙再生時の離解性を良好とした感熱記録体が開示されてい
る（特許文献４）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００２－２９３０２３
【特許文献２】特開平６－２８６３０８
【特許文献３】特開２００８－１０５２２２
【特許文献４】特開平７－１６４７３７
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかし不透明度を向上させるために支持体に嵩高剤を用いた場合、支持体の剛度が低下
するため印刷作業性が低下する。また、支持体の表面強度も低下するため、一般印刷時に
ピッキング（インキのタック（粘着性）により支持体表層が引き剥がされること）等のト
ラブルが発生する。
　また支持体に機械パルプを用いた場合、支持体上に感熱記録層を塗工する際に、塗工液
が支持体中に含浸しやすく、塗工層の被覆性や平滑性が低下し（沈み込み）、印字濃度や
再印字性（保存後の印字濃度）が低下する。
　そのため、本発明は、感熱記録体の裏面（感熱記録層の反対面）に印刷した場合におい
ても、感熱記録面に印字した画像品質、特にバーコード読取り性と再印字性に優れると共
に、感熱記録層塗工液等の塗工工程で良好な操業性を有しながら、古紙再生時の離解性が
良好な感熱記録体を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、上記課題を鋭意検討した結果、支持体上に、無色ないし淡色の電子供与
性ロイコ染料及び電子受容性顕色剤を含有する感熱記録層を設けた感熱記録体であって、
該支持体が機械パルプを５重量％以上含有するパルプから成り、該支持体の感熱記録層を
設ける面の点滴吸水度（滴下水の量を０．００１ｍｌとする以外は、紙パルプ技術協会 
Ｊ．ＴＡＰＰＩ　Ｎｏ．３２－２：２０００に規定される点滴吸水度に準じる。）が５０
秒以上であり、該支持体の６０分間の水浸漬後におけるＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定される
湿潤引張強さの測定値を、ＪＩＳ　Ｐ８１２４に規定される坪量の値で除した値が２以上
１１以下であることにより、上記課題を解決できることを見いだし、本発明を完成させる
に至った。
　即ち、本発明は、支持体上に、無色ないし淡色の電子供与性ロイコ染料及び電子受容性
顕色剤を含有する感熱記録層を設けた感熱記録体であって、該支持体が機械パルプを５重
量％以上含有するパルプから成り、該支持体の感熱記録層を設ける面の点滴吸水度（滴下
水の量を０．００１ｍｌとする以外は、紙パルプ技術協会 Ｊ．ＴＡＰＰＩ　Ｎｏ．３２
－２：２０００に規定される点滴吸水度に準じる。）が５０秒以上であり、該支持体の６
０分間の水浸漬後におけるＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定される湿潤引張強さの測定値を、Ｊ
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ＩＳ　Ｐ８１２４に規定される坪量の値で除した値が２以上１１以下であることを特徴と
する感熱記録体である。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明により、感熱記録体の裏面（即ち、感熱記録層の反対面）に印刷した場合におい
ても、感熱記録面に印字した画像の品質、特にバーコード読取り性に優れ（即ち、印刷裏
抜けが少ない）、再印字性に優れると共に、感熱記録層塗工液等の塗工工程で良好な操業
性を有しながら、古紙再生時の離解性が良好な感熱記録体を得ることができる。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　支持体に機械パルプを含有させると、次のような効果を発現する。
　木材繊維の形態がほとんどそのまま残って単繊維化している化学パルプに比べ、機械パ
ルプは大部分が破断した繊維及び繊維束である。そのため機械パルプを含有したシートは
嵩が高くなることにより、高い不透明性を有している。さらに、機械パルプは疎水性のリ
グニンで固められているため、インキに対する高い吸着性を有しているとともに機械パル
プ自体が空隙を有している。そのため機械パルプを含有したシートは疎水性であるインキ
の着肉性に優れる。
　これに対して、親水性である嵩高剤を含有したシートは、嵩が高くなることにより、高
い不透明性を有しているが、疎水性であるインキに対する着肉性が不十分であるため、印
刷した際に反対面へインキが浸透しやすいという問題（即ち、印刷裏抜け）が発生する。
【００１１】
　本発明において、支持体を構成する機械パルプとは木材を物理的に破砕して得られたパ
ルプを指し、破砕前に薬品或いは熱による処理を行ったパルプを含む。機械パルプとして
は、例えば、グランドパルプ（ＧＰ）、リファイナグランドパルプ（ＲＧＰ）、セミケミ
カルパルプ（ＳＣＰ）、ケミグランドパルプ（ＣＧＰ）、サーモメカニカルパルプ（ＴＭ
Ｐ）等が挙げられるが、前述の方法によるものであればこれらに限定されず、単独で又は
２種以上を同時に用いることができる。
　特に、サーモメカニカルパルプ（ＴＭＰ）は、他の機械パルプに比べて比散乱係数が高
く、高い不透明度を得られることから、本願発明の感熱記録体の支持体として好ましく用
いられる。
【００１２】
　本発明において、この機械パルプと、化学パルプ(針葉樹の晒クラフトパルプ(ＮＢＫＰ
)、未晒クラフトパルプ(ＮＵＫＰ)、広葉樹の晒クラフトパルプ(ＬＢＫＰ）、未晒クラフ
トパルプ(ＬＵＫＰ)）、非木材パルプなどを支持体の要求される品質に応じて、適宜配合
することができる。
【００１３】
　本発明の支持体に古紙パルプを用いてもよい。
　古紙パルプとは、古紙を原料とし、脱墨工程にてこれらの古紙に含まれるインキを除去
したパルプを指す。古紙に含まれるインキとしては、印刷インキ(日本印刷学会編、“印
刷工学便覧”、技報堂、ｐ．６０６、１９８３)、ノンインパクトプリンティングインキ
（“最新・特殊機能インキ”、シーエムシー、ｐ１、１９９０)や主に新聞、更紙系雑誌
に用いられる非加熱の浸透乾燥方式のオフセットインキ(後藤朋之、日本印刷学会誌、３
８（５）、７、（２００１）など)が挙げられる。
　古紙は、新聞、チラシ、更紙系雑誌、ダンボールなどの機械パルプを主原料パルプとし
て含有する古紙と、コート紙系雑誌、感熱・感圧紙、模造・色上質紙、コピー用紙、コン
ピューターアウトプット用紙などの化学パルプを主原料パルプとして含有する古紙に大分
される。
　古紙に含まれる機械パルプや化学パルプは、その性質を保持している。古紙に含まれる
機械パルプは、上述したように、嵩が高く、機械パルプを含む古紙を含有したシートは高
い不透明性を有している。



(5) JP 2012-116152 A 2012.6.21

10

20

30

40

50

　非木材パルプとしては、バガスパルプやワラパルプなどが挙げられる。
【００１４】
　本発明において、支持体の全パルプに対する機械パルプの配合割合は、５重量％以上、
好ましくは５～９５重量％の範囲、より好ましくは１０～５０重量％、更に好ましくは１
０～２５重量％である。
　機械パルプの配合割合が支持体のパルプ全体に対して５重量％未満では十分な不透明度
を得ることが難しくなり、インキ裏抜け防止効果が期待できない。一方、機械パルプの配
合割合を２５重量％より多くすると、インキ裏抜け防止効果は向上するが支持体表面の平
滑性が低下する傾向が見られる。その結果、支持体上に感熱記録層を塗工した際の塗工面
の均一性が低下し、印字した画像の精細性は低下するため、バーコード読取り性の向上効
果は飽和する傾向が見られる。特に機械パルプの配合割合を５０重量％より多くすると、
印字した画像の精細性の低下が大きく印字濃度、再印字性が低下すると共に、パルプ繊維
の絡み合い（繊維間結合）の減少に伴い支持体の強度が低下するため、印刷時にインキの
タック（粘着性）により、支持体表層が引き剥がされる紙剥けなどの問題が発生すること
がある。
　古紙パルプを使用する場合、この機械パルプには古紙パルプが含有する機械パルプも含
まれ、古紙パルプ中の機械パルプの配合割合は、ＪＩＳ　Ｐ８１２０に準じて測定される
。支持体のパルプ全体に対する古紙パルプの配合割合は、インキ裏抜け防止効果と印字画
像の精細さのバランスを最適化する目的で、好ましくは５～９５重量％の範囲、より好ま
しくは５～８０重量％、更に好ましくは５～６０重量％である。
【００１５】
　また白色度や不透明度を向上させるために、支持体に填料を添加してもよい。填料とし
ては、従来一般的に使用されている公知の填料、具体例としては、炭酸カルシウム、カオ
リン、クレー、ホワイトカーボン、酸化チタン等の無機填料、スチレン－メタクリル共重
合体樹脂、尿素－ホルマリン樹脂、ポリスチレン樹脂等の有機填料等が挙げられる。填料
の添加量は特に制限されるものではないが、支持体の灰分として２～２０％になるように
調整して添加することが好ましい。なお、支持体の灰分が２０％を超えるとパルプ繊維の
絡み合いが阻害されるため、十分な強度が得られなくなる恐れがある。なお、支持体の灰
分はＪＩＳ　Ｐ８２５１に準じて測定される。
【００１６】
　本発明の感熱記録体の支持体においては、感熱記録層を設ける面の点滴吸水度を５０秒
以上とする。
　この点滴吸水度は、滴下水の量を１μｌ（０．００１ｍｌ）とした以外は、紙パルプ技
術協会 Ｊ．ＴＡＰＰＩ　Ｎｏ．３２－２：２０００（紙－吸水試験方法－第２部：滴下
法）に準じて測定する。即ち、測定用試験片（紙）を水平に張り、その測定面（即ち、感
熱記録層を設ける面）に、蒸留水１μｌ（０．００１ｍｌ）を滴下したときの、目視観察
で水滴が吸収されるまでの時間を測定する。この測定用試験片（紙）の大きさは、この測
定ができるものであればよく、例えば、直径が少なくとも４０ｍｍ程度の円形のものを用
いてもよい。点滴吸水度は、時間（秒）で表わされ、点滴吸水度が高いほど吸水性は低く
、点滴吸水度が低いほど吸水性は高い。
　支持体の感熱記録層を設ける面の点滴吸水度が５０秒以上であることにより、支持体上
に感熱記録層を塗工した際の塗工液の沈み込みを抑制して塗工層の有効層厚が大きくなり
、かつ均一な塗工面が得られるため、印字した画像の精細性が向上してバーコード読取り
性、印字濃度、再印字性が良好となる。点滴吸水度は、好ましくは８０秒以上であり、更
に好ましくは１００秒以上である。点滴吸水度が高いとバーコード読取り性、印字濃度、
再印字性は良好となる。支持体の感熱記録層を設ける面の点滴吸水度が５０秒未満である
と、支持体上に感熱記録層を塗工した際の塗工液の沈み込みが大きく、十分なバーコード
読取り性、印字濃度、再印字性が得られない。一方、点滴吸水度が高すぎると、一般印刷
において、インキのハジキによる印刷ムラ（特に網点部での濃度ムラ）が発生したり、イ
ンキの定着性低下による再転写（印刷後にインキが他の印刷物や印刷版胴に転写すること
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。）などの問題が生じてくることから、点滴吸水度は好ましくは３００秒以下、より好ま
しくは２００秒以下である。
【００１７】
　本発明においては、支持体の感熱記録層を設ける面の点滴吸水度は、支持体をサイズ剤
で処理することにより調節する。サイズ剤は、支持体の抄造工程で内添してもよいし、抄
造後塗工（外添）してもよいが、抄造後塗工（外添）することが好ましい。このようなサ
イズ剤の種類、使用量、添加方法を、支持体を構成するパルプに応じて適宜選択し調節す
ることなどにより、所望の点滴吸水度を得ることができる。
【００１８】
　内添とは、いわゆるウエットエンドでパルプスラリー中にサイズ剤を添加し、抄造と同
時に支持体内部にサイズ剤を含有させる方法のことであり、外添とは、支持体の抄造後、
ブレードコーター、ゲートロールコーター、サイズプレスコーター、ロッドメタリングサ
イズプレスなどに代表される塗工機を用いて、サイズ剤を支持体表面に塗工する方法であ
る。
【００１９】
　内添のためのサイズ剤（内添サイズ剤）としては、酸性抄造の場合、強化ロジンサイズ
剤、エマルジョンサイズ剤、合成系サイズ剤などが、中性抄造の場合、アルキルケテンダ
イマー（ＡＫＤ）、アルケニルコハク酸無水物（ＡＳＡ）などが用いられる。
　また、外添のためのサイズ剤（外添サイズ剤）としては、スチレン－マレイン酸系共重
合体樹脂、スチレン－アクリル酸系共重合体樹脂などのカチオン性ポリマーやアニオン性
ポリマー、スチレン系ポリマー、イソシアネート系ポリマーなどのカチオン性ポリマー、
ロジン、トール油及びフタル酸などのアルキド樹脂ケン化物、石油樹脂とロジンのケン化
物などのアニオン性低分子化合物、α－オレフィン－マレイン酸系共重合体樹脂、アクリ
ル酸エステル－アクリル酸系共重合体樹脂、アルキルケテンダイマー（ＡＫＤ）などが挙
げられるが、中性抄紙下でセルロース中のカルボキシル基と相互作用しやすいスチレン－
アクリル酸系共重合体樹脂のカチオン性ポリマーやアルキルケテンダイマー（ＡＫＤ）が
好ましく、特にスチレン－アクリル酸系共重合体樹脂のカチオン性ポリマーがより好まし
い。
【００２０】
　一般に、支持体中に前述の機械パルプを含有させると、支持体が嵩高になり、支持体中
の空隙が増大するため、点滴吸水度は低下する傾向が見られる。
　また、支持体が古紙パルプを含有する場合、古紙パルプに含有される界面活性剤などの
影響により支持体の点滴吸水度が低下する傾向が見られる。
　このような場合においても、サイズ剤の種類、使用量、添加方法を適宜選択し調節して
、所望の点滴吸水度を得ることができる。
【００２１】
　なお、サイズ剤を抄造工程で内添しただけの場合や、感熱記録層を設ける面とその反対
面（即ち、印刷面）に同じサイズ剤の塗工を施した場合には、感熱記録層を設ける面の点
滴吸水度は、感熱記録体におけるその反対面を測定したものと同じになる。
【００２２】
　支持体の抄造方法は特に限定されるものではなく、トップワイヤーなどを含む長網マシ
ン、円網マシン、この両者の併用マシン、ヤンキードライヤーマシンなどを用いることが
できる。また、抄造方法としては、酸性抄造、中性抄造、アルカリ性抄造方式から適宜選
択することができ、特に限定されるものではない。
　サイズ剤を支持体の抄造工程で内添する場合の添加量は、所望の点滴吸水度を与えるよ
うな量にすればよいが、好ましくは固形分で対パルプ重量あたり０．０５～１重量％、よ
り好ましくは０．０５～０．５重量％である。
【００２３】
　支持体にサイズ剤を外添するためには、支持体の抄造後に、例えばブレードコーター、
ゲートロールコーター、サイズプレスコーター、ロッドメタリングサイズプレスなど公知
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の塗工装置を用いて、前述の外添に用いるサイズ剤を含む塗工液を支持体に含浸させ、あ
るいは塗工する。
　サイズ剤を外添する場合の塗工量は、所望の点滴吸水度を与えるような量にすればよい
が、ブレードコーター等の片面塗工が可能である塗工装置を用いた場合は、好ましくは支
持体の感熱記録層を設ける面の乾燥塗工量が０．００５～０．２５ｇ／ｍ２であり、より
好ましくは支持体の感熱記録層を設ける面の乾燥塗工量が０．０２５～０．１２５ｇ／ｍ
２である。
　また、ゲートロールコーター、サイズプレスコーター等の両面同時塗工を行う塗工装置
を用いた場合は、支持体の両面に均等に塗工されるため、支持体の感熱記録層を設ける面
の塗工量は、両面を合わせた塗工量の半分となる。
　前記塗工液の固形分濃度は、組成や塗工装置等により適宜調整されるが、通常５～１５
重量％程度である。
【００２４】
　本発明においては、支持体の６０分間の水浸漬後におけるＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定さ
れる湿潤引張強さの測定値を、ＪＩＳ　Ｐ８１２４に規定される坪量の値で除した値を２
以上１１以下とする。本発明の感熱記録体は上記範囲内の湿潤引張強さを有するものとし
たことから、感熱記録層塗工液等の塗工工程においては、断紙を引き起こさず良好な操業
性を有しながら、古紙再生時の離解処理工程においては、離解不良を起こさず良好な離解
性を有する。支持体の６０分間の水浸漬後におけるＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定される湿潤
引張強さの測定値を、ＪＩＳ　Ｐ８１２４に規定される坪量の値で除した値を４以上９以
下とすると、より好ましい。
【００２５】
　本発明において、支持体の６０分間の水浸漬後におけるＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定され
る湿潤引張強さの測定値を、ＪＩＳ　Ｐ８１２４に規定される坪量の値で除した値を２以
上１１以下とする方法としては、例えば、前述の機械パルプ、化学パルプなどの支持体を
構成するパルプの種類や配合割合、ＪＩＳ　Ｐ８１２１に準じて測定されるフリーネス（
カナダ標準濾水度、以下「ＣＳＦ」ともいう。）を調整する方法、支持体の抄造工程で、
カチオン化澱粉、ポリアミドエピクロロヒドリン樹脂などに代表される紙力剤を内添する
方法、支持体の抄造後に前述の紙力剤を含む塗工液を支持体に含浸させ、あるいは塗工（
外添）する方法等が挙げられるが、これらに限定されるものではない。また、これらの方
法は単独で又は２種以上を組み合わせて同時に用いることができる。
　本発明においては、湿潤引張強さが容易に得られ、且つ所望の範囲に調整することが容
易であるため、支持体の抄造工程で紙力剤を内添する方法、もしくは支持体の抄造後に紙
力剤を含む塗工液を支持体に含浸させ、あるいは塗工（外添）する方法が好ましく、支持
体の抄造工程で紙力剤を内添する方法がより好ましく、両者の併用が最も好ましい。
【００２６】
　本発明において、支持体の抄造工程で紙力剤を内添する方法、もしくは支持体の抄造後
に紙力剤を含む塗工液を支持体に含浸させ、あるいは塗工（外添）する方法で使用可能な
紙力剤の例としては、澱粉、酵素変性澱粉、熱化学変性澱粉、酸化澱粉、エステル化澱粉
、エーテル化澱粉（例えば、ヒドロキシエチル化澱粉など）、アルデヒド化澱粉、カチオ
ン化澱粉などの澱粉類、ポリアミド樹脂、ポリアミン樹脂、ポリアミド－ポリアミン樹脂
、ポリアミド－エピクロルヒドリン樹脂、ポリアミド－ポリアミン－エピクロルヒドリン
樹脂、ポリアクリルアミド樹脂（カチオン性、アニオン性、両性）、ポリアミド－ポリ尿
素－ホルムアルデヒド樹脂、エポキシ化ポリアミド樹脂などのポリアミド／ポリアミン系
樹脂、尿素樹脂、メラミン樹脂、尿素－ホルムアルデヒド樹脂、メラミン－ホルムアルデ
ヒド樹脂、ポリエチレンイミン樹脂、ケトンアルデヒド樹脂、ポリビニルアルコール、完
全ケン化ポリビニルアルコール、部分ケン化ポリビニルアルコール、カルボキシル変性ポ
リビニルアルコール、シラノール変性ポリビニルアルコール、カチオン変性ポリビニルア
ルコール、末端アルキル変性ポリビニルアルコールなどのポリビニルアルコール類、スチ
レン・ブタジエン共重合体、ポリ酢酸ビニル、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、ポリ塩
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化ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリアクリル酸エステル、脂肪酸ジアミドなどを挙げる
ことが可能であり、これらは、単独又は２種類以上混合して用いられる。
　本発明においては、澱粉類、ポリアミド／ポリアミン系樹脂が好ましく、ポリアミド／
ポリアミン系樹脂がより好ましい。ポリアミド／ポリアミン系樹脂の中でも、ポリアミド
－エピクロルヒドリン樹脂、ポリアミド－ポリアミン－エピクロルヒドリン樹脂は、前記
湿潤引張強さ（湿潤状態下における紙力）及び乾燥状態下の紙力の双方が容易に得られ、
且つ前記湿潤引張強さを所望の範囲に調整することが容易であるため、特に好ましく用い
られる。
【００２７】
　支持体の抄造工程で紙力剤を内添する方法では、必要に応じて、更に支持体に抄造工程
で通常使用される薬品類、例えば消泡剤、着色剤等の各種助剤を適宜配合してもよい。ま
た、支持体の抄造後に紙力剤を含む塗工液を支持体に含浸させ、あるいは塗工（外添）す
る方法では、必要に応じて、更に該塗工液に顔料、分散剤、可塑剤、ｐＨ調整剤、消泡剤
、保水剤、防腐剤、接着剤、着色染料、紫外線防止剤等の各種助剤を適宜配合してもよい
。
【００２８】
　本発明において、感熱記録体の支持体の坪量は、好ましくは３０～１００ｇ／ｍ２、よ
り好ましくは４０～８０ｇ／ｍ２、更に好ましくは４０～５０ｇ／ｍ２である。この場合
、感熱記録体の裏面に印刷した場合においても、優れたバーコード読取り性が得られるな
どの本発明の効果が最大限に発揮される。支持体の坪量が３０ｇ／ｍ２未満であると感熱
記録体の支持体として十分な強度を得られない恐れがある。また、支持体の坪量が１００
ｇ／ｍ２を超えると、カレンダー等により塗工層表面を処理した際に平滑性が得られにく
くなり、印字濃度、再印字性が低下する傾向が見られると共に、古紙再生時の離解処理工
程において、離解性が低下する傾向が見られる。支持体の坪量はＪＩＳ　Ｐ８１２４に準
じて測定される。
【００２９】
　以下、本発明の感熱記録層に使用される各種材料を例示するが、これらの材料は感熱記
録層等をはじめとする必要に応じて設けられた各塗工層にも使用することができる。
【００３０】
　本発明で使用するロイコ染料としては、従来の感圧あるいは感熱記録紙分野で公知のも
のは全て使用可能であり、特に制限されるものではないが、トリフェニルメタン系化合物
、フルオラン系化合物、フルオレン系、ジビニル系化合物等が好ましい。以下に代表的な
無色ないし淡色の染料（染料前駆体）の具体例を示す。また、これらの染料前駆体は単独
又は２種以上混合して使用してもよい。
＜トリフェニルメタン系ロイコ染料＞
　３，３－ビス（ｐ－ジメチルアミノフェニル）－６－ジメチルアミノフタリド〔別名ク
リスタルバイオレットラクトン〕、３，３－ビス（ｐ－ジメチルアミノフェニル）フタリ
ド〔別名マラカイトグリーンラクトン〕
【００３１】
＜フルオラン系ロイコ染料＞
　３－ジエチルアミノ－６－メチルフルオラン、３－ジエチルアミノ－６－メチル－７－
アニリノフルオラン、３－ジエチルアミノ－６－メチル－７－（ｏ，ｐ－ジメチルアニリ
ノ）フルオラン、３－ジエチルアミノ－６－メチル－７－クロロフルオラン、３－ジエチ
ルアミノ－６－メチル－７－（ｍ－トリフルオロメチルアニリノ）フルオラン、３－ジエ
チルアミノ－６－メチル－７－（ｏ－クロロアニリノ）フルオラン、３－ジエチルアミノ
－６－メチル－７－（ｐ－クロロアニリノ）フルオラン、３－ジエチルアミノ－６－メチ
ル－７－（ｏ－フルオロアニリノ）フルオラン、３－ジエチルアミノ－６－メチル－７－
（ｍ－メチルアニリノ）フルオラン、３－ジエチルアミノ－６－メチル－７－ｎ－オクチ
ルアニリノフルオラン、３－ジエチルアミノ－６－メチル－７－ｎ－オクチルアミノフル
オラン、３－ジエチルアミノ－６－メチル－７－ベンジルアミノフルオラン、３－ジエチ
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ルアミノ－６－メチル－７－ジベンジルアミノフルオラン、３－ジエチルアミノ－６－ク
ロロ－７－メチルフルオラン、３－ジエチルアミノ－６－クロロ－７－アニリノフルオラ
ン、３－ジエチルアミノ－６－クロロ－７－ｐ－メチルアニリノフルオラン、３－ジエチ
ルアミノ－６－エトキシエチル－７－アニリノフルオラン、３－ジエチルアミノ－７－メ
チルフルオラン、３－ジエチルアミノ－７－クロロフルオラン、３－ジエチルアミノ－７
－（ｍ－トリフルオロメチルアニリノ）フルオラン、３－ジエチルアミノ－７－（ｏ－ク
ロロアニリノ）フルオラン、３－ジエチルアミノ－７－（ｐ－クロロアニリノ）フルオラ
ン、３－ジエチルアミノ－７－（ｏ－フルオロアニリノ）フルオラン、３－ジエチルアミ
ノ－ベンゾ〔ａ〕フルオラン、３－ジエチルアミノ－ベンゾ〔ｃ〕フルオラン、３－ジブ
チルアミノ－６－メチル－フルオラン、３－ジブチルアミノ－６－メチル－７－アニリノ
フルオラン、３－ジブチルアミノ－６－メチル－７－（ｏ，ｐ－ジメチルアニリノ）フル
オラン、３－ジブチルアミノ－６－メチル－７－（ｏ－クロロアニリノ）フルオラン、３
－ジブチルアミノ－６－メチル－７－（ｐ－クロロアニリノ）フルオラン、３－ジブチル
アミノ－６－メチル－７－（ｏ－フルオロアニリノ）フルオラン、３－ジブチルアミノ－
６－メチル－７－（ｍ－トリフルオロメチルアニリノ）フルオラン、３－ジブチルアミノ
－６－メチル－７－クロロフルオラン、３－ジブチルアミノ－６－エトキシエチル－７－
アニリノフルオラン、３－ジブチルアミノ－６－クロロ－７－アニリノフルオラン、３－
ジブチルアミノ－６－メチル－７－ｐ－メチルアニリノフルオラン、３－ジブチルアミノ
－７－（ｏ－クロロアニリノ）フルオラン、３－ジブチルアミノ－７－（ｏ－フルオロア
ニリノ）フルオラン、３－ジ－ｎ－ペンチルアミノ－６－メチル－７－アニリノフルオラ
ン、３－ジ－ｎ－ペンチルアミノ－６－メチル－７－（ｐ－クロロアニリノ）フルオラン
、３－ジ－ｎ－ペンチルアミノ－７－（ｍ－トリフルオロメチルアニリノ）フルオラン、
３－ジ－ｎ－ペンチルアミノ－６－クロロ－７－アニリノフルオラン、３－ジ－ｎ－ペン
チルアミノ－７－（ｐ－クロロアニリノ）フルオラン、３－ピロリジノ－６－メチル－７
－アニリノフルオラン、３－ピペリジノ－６－メチル－７－アニリノフルオラン、３－（
Ｎ－メチル－Ｎ－プロピルアミノ）－６－メチル－７－アニリノフルオラン、３－（Ｎ－
メチル－Ｎ－シクロヘキシルアミノ）－６－メチル－７－アニリノフルオラン、３－（Ｎ
－エチル－Ｎ－シクロヘキシルアミノ）－６－メチル－７－アニリノフルオラン、３－（
Ｎ－エチル－Ｎ－キシルアミノ）－６－メチル－７－（ｐ－クロロアニリノ）フルオラン
、３－（Ｎ－エチル－ｐ－トルイディノ）－６－メチル－７－アニリノフルオラン、３－
（Ｎ－エチル－Ｎ－イソアミルアミノ）－６－メチル－７－アニリノフルオラン、３－（
Ｎ－エチル－Ｎ－イソアミルアミノ）－６－クロロ－７－アニリノフルオラン、３－（Ｎ
－エチル－Ｎ－テトラヒドロフルフリルアミノ）－６－メチル－７－アニリノフルオラン
、３－（Ｎ－エチル－Ｎ－イソブチルアミノ）－６－メチル－７－アニリノフルオラン、
３－（Ｎ－エチル－Ｎ－エトキシプロピルアミノ）－６－メチル－７－アニリノフルオラ
ン、３－シクロヘキシルアミノ－６－クロロフルオラン、２－（４－オキサヘキシル）－
３－ジメチルアミノ－６－メチル－７－アニリノフルオラン、２－（４－オキサヘキシル
）－３－ジエチルアミノ－６－メチル－７－アニリノフルオラン、２－（４－オキサヘキ
シル）－３－ジプロピルアミノ－６－メチル－７－アニリノフルオラン、２－メチル－６
－ｐ－（ｐ－ジメチルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、２－メトキシ－６－
ｐ－（ｐ－ジメチルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、２－クロロ－３－メチ
ル－６－ｐ－（ｐ－フェニルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、２－クロロ－
６－ｐ－（ｐ－ジメチルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、２－ニトロ－６－
ｐ－（ｐ－ジエチルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、２－アミノ－６－ｐ－
（ｐ－ジエチルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、２－ジエチルアミノ－６－
ｐ－（ｐ－ジエチルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、２－フェニル－６－メ
チル－６－ｐ－（ｐ－フェニルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、２－ベンジ
ル－６－ｐ－（ｐ－フェニルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、２－ヒドロキ
シ－６－ｐ－（ｐ－フェニルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、３－メチル－
６－ｐ－（ｐ－ジメチルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、３－ジエチルアミ
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ノ－６－ｐ－（ｐ－ジエチルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、３－ジエチル
アミノ－６－ｐ－（ｐ－ジブチルアミノフェニル）アミノアニリノフルオラン、２，４－
ジメチル－６－〔（４－ジメチルアミノ）アニリノ〕－フルオラン
【００３２】
＜フルオレン系ロイコ染料＞
　３，６，６'－トリス（ジメチルアミノ）スピロ〔フルオレン－９，３'－フタリド〕、
　３，６，６'－トリス（ジエチルアミノ）スピロ〔フルオレン－９，３'－フタリド〕
＜ジビニル系ロイコ染料＞
　３，３－ビス－〔２－（ｐ－ジメチルアミノフェニル）－２－（ｐ－メトキシフェニル
）エテニル〕－４，５，６，７－テトラブロモフタリド、３，３－ビス－〔２－（ｐ－ジ
メチルアミノフェニル）－２－（ｐ－メトキシフェニル）エテニル〕－４，５，６，７－
テトラクロロフタリド、３，３－ビス－〔１，１－ビス（４－ピロリジノフェニル）エチ
レン－２－イル〕－４，５，６，７－テトラブロモフタリド、３，３－ビス－〔１－（４
－メトキシフェニル）－１－（４－ピロリジノフェニル）エチレン－２－イル〕－４，５
，６，７－テトラクロロフタリド
【００３３】
　＜その他＞
　３－（４－ジエチルアミノ－２－エトキシフェニル）－３－（１－エチル－２－メチル
インドール－３－イル）－４－アザフタリド、３－（４－ジエチルアミノ－２－エトキシ
フェニル）－３－（１－オクチル－２－メチルインドール－３－イル）－４－アザフタリ
ド、３－（４－シクロヘキシルエチルアミノ－２－メトキシフェニル）－３－（１－エチ
ル－２－メチルインドール－３－イル）－４－アザフタリド、３，３－ビス（１－エチル
－２－メチルインドール－３－イル）フタリド、３，６－ビス（ジエチルアミノ）フルオ
ラン－γ－（３'－ニトロ）アニリノラクタム、３，６－ビス（ジエチルアミノ）フルオ
ラン－γ－（４'－ニトロ）アニリノラクタム、１，１－ビス－〔２'，２'，２''，２''
－テトラキス－（ｐ－ジメチルアミノフェニル）－エテニル〕－２，２－ジニトリルエタ
ン、１，１－ビス－〔２'，２'，２''，２''－テトラキス－（ｐ－ジメチルアミノフェニ
ル）－エテニル〕－２－β－ナフトイルエタン、１，１－ビス－〔２'，２'，２''，２''
－テトラキス－（ｐ－ジメチルアミノフェニル）－エテニル〕－２，２－ジアセチルエタ
ン、ビス－〔２，２，２'，２'－テトラキス－（ｐ－ジメチルアミノフェニル）－エテニ
ル〕－メチルマロン酸ジメチルエステル
【００３４】
　本発明で用いられる顕色剤としては、従来の感圧あるいは感熱記録紙の分野で公知のも
のがすべて使用可能であり、特に制限されるものではないが、例えば、活性白土、アタパ
ルジャイト、コロイダルシリカ、珪酸アルミニウムなどの無機酸性物質、４，４'－イソ
プロピリデンジフェノール、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、
２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－４－メチルペンタン、４，４'－ジヒドロキ
シジフェニルスルフィド、ヒドロキノンモノベンジルエーテル、４－ヒドロキシ安息香酸
ベンジル、４，４'－ジヒドロキシジフェニルスルホン、２，４'－ジヒドロキシジフェニ
ルスルホン、４－ヒドロキシ－４'－イソプロポキシジフェニルスルホン、４－ヒドロキ
シ－４'－ｎ－プロポキシジフェニルスルホン、ビス（３－アリル－４－ヒドロキシフェ
ニル）スルホン、４－ヒドロキシ－４'－メチルジフェニルスルホン、４－ヒドロキシフ
ェニル－４'－ベンジルオキシフェニルスルホン、３，４－ジヒドロキシフェニル－４'－
メチルフェニルスルホン、特開平８－５９６０３号公報記載のアミノベンゼンスルホンア
ミド誘導体、ビス（４－ヒドロキシフェニルチオエトキシ）メタン、１，５－ジ（４－ヒ
ドロキシフェニルチオ）－３－オキサペンタン、ビス（ｐ－ヒドロキシフェニル）酢酸ブ
チル、ビス（ｐ－ヒドロキシフェニル）酢酸メチル、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェ
ニル）－１－フェニルエタン、１，４－ビス［α－メチル－α－（４'－ヒドロキシフェ
ニル）エチル］ベンゼン、１，３－ビス［α－メチル－α－（４'－ヒドロキシフェニル
）エチル］ベンゼン、ジ（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）スルフィド、２，２'
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－チオビス（３－tert－オクチルフェノール）、２，２'－チオビス（４－tert－オクチ
ルフェノール）、ＷＯ９７／１６４２０号に記載のジフェニルスルホン架橋型化合物等の
フェノール性化合物、ＷＯ０２／０８１２２９号あるいは特開２００２－３０１８７３号
公報記載の化合物、またＮ，Ｎ'－ジ－ｍ－クロロフェニルチオウレア等のチオ尿素化合
物、ｐ－クロロ安息香酸、没食子酸ステアリル、ビス［４－（ｎ－オクチルオキシカルボ
ニルアミノ）サリチル酸亜鉛］２水和物、４－［２－（ｐ－メトキシフェノキシ）エチル
オキシ］サリチル酸、４－［３－（ｐ－トリルスルホニル）プロピルオキシ］サリチル酸
、５－［ｐ－（２－ｐ－メトキシフェノキシエトキシ）クミル］サリチル酸の芳香族カル
ボン酸、及びこれらの芳香族カルボン酸の亜鉛、マグネシウム、アルミニウム、カルシウ
ム、チタン、マンガン、スズ、ニッケル等の多価金属塩との塩、さらにはチオシアン酸亜
鉛のアンチピリン錯体、テレフタルアルデヒド酸と他の芳香族カルボン酸との複合亜鉛塩
等が挙げられる。これらの顕色剤は、単独又は２種以上混合して使用することもできる。
ＷＯ９７／１６４２０号に記載のジフェニルスルホン架橋型化合物は、日本曹達（株）製
商品名Ｄ－９０として入手可能である。また、ＷＯ０２／０８１２２９号等に記載の化合
物は、日本曹達（株）製商品名ＮＫＫ－３９５、Ｄ－１００として入手可能である。この
他、特開平１０－２５８５７７号公報記載の高級脂肪酸金属複塩や多価ヒドロキシ芳香族
化合物などの金属キレート型発色成分を含有することもできる。
【００３５】
　本発明の感熱記録体に使用する増感剤としては、従来公知の増感剤を使用することがで
きる。かかる増感剤としては、ステアリン酸アミド、パルミチン酸アミド等の脂肪酸アマ
イド、エチレンビスアミド、モンタン酸ワックス、ポリエチレンワックス、１，２－ジ－
（３－メチルフェノキシ）エタン、ｐ－ベンジルビフェニル、β－ベンジルオキシナフタ
レン、４－ビフェニル－ｐ－トリルエーテル、ｍ－ターフェニル、１，２－ジフェノキシ
エタン、シュウ酸ジベンジル、シュウ酸ジ（ｐ－クロロベンジル）、シュウ酸ジ（ｐ－メ
チルベンジル）、テレフタル酸ジベンジル、ｐ－ベンジルオキシ安息香酸ベンジル、ジ－
ｐ－トリルカーボネート、フェニル－α－ナフチルカーボネート、１，４－ジエトキシナ
フタレン、１－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸フェニルエステル、ｏ－キシレン－ビス－（
フェニルエーテル）、４－（ｍ－メチルフェノキシメチル）ビフェニル、４，４'－エチ
レンジオキシ－ビス－安息香酸ジベンジルエステル、ジベンゾイルオキシメタン、１，２
－ジ（３－メチルフェノキシ）エチレン、ビス［２－（４－メトキシ－フェノキシ）エチ
ル］エーテル、ｐ－ニトロ安息香酸メチル、ｐ－トルエンスルホン酸フェニルなどを例示
することができるが、特にこれらに制限されるものではない。これらの増感剤は、単独又
は２種以上混合して使用してもよい。
【００３６】
　本発明で使用するバインダーとしては、完全ケン化ポリビニルアルコール、部分ケン化
ポリビニルアルコール、アセトアセチル化ポリビニルアルコール、カルボキシ変性ポリビ
ニルアルコール、アマイド変性ポリビニルアルコール、スルホン酸変性ポリビニルアルコ
ール、ブチラール変性ポリビニルアルコール、オレフィン変性ポリビニルアルコール、ニ
トリル変性ポリビニルアルコール、ピロリドン変性ポリビニルアルコール、シリコーン変
性ポリビニルアルコール、その他の変性ポリビニルアルコール、ヒドロキシエチルセルロ
ース、メチルセルロース、エチルセルロース、カルボキシメチルセルロース、スチレン－
無水マレイン酸共重合体、スチレン－ブタジエン共重合体並びにエチルセルロース、アセ
チルセルロースのようなセルロース誘導体、カゼイン、アラビヤゴム、酸化澱粉、エーテ
ル化澱粉、ジアルデヒド澱粉、エステル化澱粉、ポリ塩化ビニル、ポリ酢酸ビニル、ポリ
アクリルアミド、ポリアクリル酸エステル、ポリビニルブチラール、ポリスチロース及び
それらの共重合体、ポリアミド樹脂、シリコーン樹脂、石油樹脂、テルペン樹脂、ケトン
樹脂、クマロン樹脂などを例示することができる。これらの高分子物質は水、アルコール
、ケトン類、エステル類、炭化水素などの溶剤に溶かして使用するほか、水又は他の媒体
中に乳化又はペースト状に分散した状態で使用し、要求品質に応じて併用することもでき
る。



(12) JP 2012-116152 A 2012.6.21

10

20

30

40

50

【００３７】
　本発明で使用する架橋剤としては、グリオキザール、メチロールメラミン、メラミンホ
ルムアルデヒド樹脂、メラミン尿素樹脂、ポリアミンエピクロロヒドリン樹脂、ポリアミ
ドエピクロロヒドリン樹脂、過硫酸カリウム、過硫酸アンモニウム、過硫酸ソーダ、塩化
第二鉄、塩化マグネシウム、ホウ砂、ホウ酸、ミョウバン、塩化アンモニウムなどを例示
することができる。
【００３８】
　本発明で使用する顔料としては、シリカ、炭酸カルシウム、カオリン、焼成カオリン、
ケイソウ土、タルク、酸化チタン、水酸化アルミニウムなどの無機顔料などが挙げられる
。
【００３９】
　本発明で使用する滑剤としては、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸カルシウム等の脂肪
酸金属塩、ワックス類、シリコーン樹脂類などが挙げられる。
【００４０】
　また、本発明においては、上記課題に対する所望の効果を阻害しない範囲で、記録画像
の耐油性効果などを示す画像安定剤として、４，４'－ブチリデン（６－ｔ－ブチル－３
－メチルフェノール）、２，２'－ジ－ｔ－ブチル－５，５'－ジメチル－４，４'－スル
ホニルジフェノール、１，１，３－トリス（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－シクロヘ
キシルフェニル）ブタン、１，１，３－トリス（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－ｔ－
ブチルフェニル）ブタン、４－ベンジルオキシ－４'－（２，３－エポキシ－２－メチル
プロポキシ）ジフェニルスルホン等を添加することもできる。
　このほかにベンゾフェノン系やトリアゾール系の紫外線吸収剤、分散剤、界面活性剤、
消泡剤、酸化防止剤、蛍光染料等を使用することができる。
【００４１】
　本発明の感熱記録体に使用するロイコ染料、顕色剤、増感剤、その他の各種成分の種類
及び量は要求される性能及び記録適性に従って決定され、特に限定されるものではないが
、通常、ロイコ染料１重量部に対して顕色剤０．５～１０重量部、増感剤０．５～１０重
量部程度が使用される。
　ロイコ染料、顕色剤並びに必要に応じて添加する材料は、ボールミル、アトライター、
サンドグライダーなどの粉砕機あるいは適当な乳化装置によって数ミクロン以下の粒子径
になるまで微粒化し、バインダー及び目的に応じて各種の添加材料を加えて塗工液とする
。
【００４２】
　前記感熱記録層の塗工量は特に限定されないが、乾燥塗工量が２．０～１２．０ｇ／ｍ
２の範囲とすることが好ましい。特に乾燥塗工量が４．０～８．０ｇ／ｍ２の範囲である
と、良好なバーコード読取り性、印字濃度、再印字性が得られるため好ましい。感熱記録
層の乾燥塗工量が２．０ｇ／ｍ２未満であると、支持体が感熱記録層により十分に被覆さ
れず、バーコード読み取り性や印字濃度が不十分となるおそれがある。感熱記録層の乾燥
塗工量が１２．０ｇ／ｍ２を超えると、印字強度が低下する可能性がある。
【００４３】
　本発明の感熱記録体においては、支持体と前記感熱記録層との間に下塗り層を設けても
よい。この下塗り層は、主としてバインダーと顔料とから成る。
　前記下塗り層のバインダーとしては、一般的に使用されている水溶性高分子あるいは疎
水性高分子のエマルジョン等が適宜使用可能である。具体例としては、ポリビニルアルコ
ール、ポリビニルアセタール、ヒドロキシエチルセルロース、メチルセルロース、カルボ
キシメチルセルロース、等のセルロース誘導体、デンプンとその誘導体、ポリアクリル酸
ソーダ、ポリビニルピロリドン、アクリル酸アミド／アクリル酸エステル共重合体、アク
リル酸アミド／アクリル酸エステル／メタクリル酸共重合体、スチレン／無水マレイン酸
共重合体アルカリ塩、イソブチレン／無水マレイン酸共重合体アルカリ塩、ポリアクリル
アミド、アルギン酸ソーダ、ゼラチン、カゼイン等の水溶性高分子、ポリ酢酸ビニル、ポ
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リウレタン、スチレン／ブタジエン共重合体、ポリアクリル酸、ポリアクリル酸エステル
、塩化ビニル／酢酸ビニル共重合体、ポリブチルメタクリレート、エチレン／酢酸ビニル
共重合体、スチレン／ブタジエン／アクリル系共重合体等の疎水性高分子のエマルジョン
を用いることができる。これらのバインダーは１種又は２種以上用いてもよい。
【００４４】
　前記下塗り層の顔料としては、従来一般的に使用されている公知の顔料、具体例として
は炭酸カルシウム、シリカ、酸化亜鉛、酸化チタン、水酸化アルミニウム、水酸化マグネ
シウム、焼成カオリン、クレー、タルク等の無機顔料などを使用することができる。これ
らの顔料は１種又は２種以上用いてもよい。下塗り層中の顔料は、下塗り層の全固形分に
対して、通常５０～９５重量％、好ましくは７０～９０重量％である。
　下塗り層の塗工液には必要に応じて、分散剤、可塑剤、ｐＨ調整剤、消泡剤、保水剤、
防腐剤、着色染料、紫外線防止剤等の各種助剤を適宜配合してもよい。
【００４５】
　本発明の感熱記録体の支持体は、感熱記録層を設ける面の点滴吸水度が５０秒以上であ
るように設計されており、下塗り層の塗工液においても感熱記録層の塗工液と同様に、塗
工液の支持体への沈み込みを抑制する効果がある。そのため、下塗り層の乾燥後の塗工量
が少なくても、下塗り層の有効層厚が大きく、かつ均一な塗工面が得られる。この塗工面
の上に感熱記録層の塗工液を塗工することにより、下塗り層を設けない場合よりも感熱記
録層の塗工液の沈み込みは抑制され、感熱記録層の有効層厚が大きく、かつ均一性の高い
塗工面が得られる。その結果、感熱記録面に印字した画像の品質、即ち、バーコード読み
取り性、印字濃度、再印字性は特に良好となる。
　更に、感熱記録体の裏面（即ち、感熱記録層の反対面）に印刷した際に、下塗り層は感
熱記録面へインキが浸透することを抑制する効果がある。本発明では、前述の通り下塗り
層の有効層厚が大きく、かつ均一な塗工面が得られるため、下塗り層を厚くしたり、下塗
り層を多層にして、インキが浸透しないようなバリア性を持たせる必要は無い。従って、
本発明の感熱記録体においては、下塗り層の乾燥後の塗工量は比較的少ない。
　下塗り層の乾燥塗工量は、好ましくは１５ｇ／ｍ２以下、より好ましくは１～１５ｇ／
ｍ２、更に好ましくは３～１０ｇ／ｍ２である。
【００４６】
　また、本発明の感熱記録体の感熱記録層を設ける面の反対面（即ち、印刷面）は、感熱
記録層を設ける面と同じであってもよいが、印刷に適するように適宜表面処理等を施して
もよい。
【００４７】
　本発明の感熱記録体は、必要に応じて、感熱記録層上に保護層、その他感熱記録体に常
用される塗工層を設けてもよい。
　感熱記録層、下塗り層、保護層など各塗工層の塗工には、カーテンコーター、エアーナ
イフコーター、ブレードコーター、グラビアコーター、ロールコーター、リップコーター
及びバーコーター等、汎用の塗工機を用いることができる。
【実施例】
【００４８】
　以下、実施例にて本発明を例証するが本発明を限定することを意図するものではない。
　なお、各実施例中、特にことわらない限り「部」は「重量部」、「％」は「重量％」を
示す。各パルプのフリーネス（カナダ標準濾水度、以下「ＣＳＦ」ともいう。）はＪＩＳ
　Ｐ８１２１に準じて測定した。
　なお、以下の実施例と比較例において、発明の効果を明らかにする目的で密度が同程度
となるように、支持体はマシンカレンダー処理によって密度が０．７ｇ／ｃｍ３程度とな
るように調整した。
　また、点滴吸水度は、下塗り層を設けていない紙支持体の感熱記録層を設ける面の点滴
吸水度を指す。
【００４９】
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　下記のように支持体を用意した。
（支持体１）
　ＣＳＦ９０ｍｌのＴＭＰ２０部とＣＳＦ３００ｍｌのＬＢＫＰ８０部からなるパルプ１
００部に対して、紙力剤１（ポリアミド－エピクロルヒドリン樹脂、星光ＰＭＣ社製ＷＳ
４０２４、固形分２４％）１．０部（固形分換算で０．２４部）、硫酸アルミニウム０．
７部と炭酸カルシウム１０部を添加・混合した原料を、長網抄造機で抄造した。その両面
に、紙力剤２（ヒドロキシエチル化澱粉、ＳＴＡＬＥＹ社製ＥＴＨＹＬＥＸ２０３５）及
びカチオン性サイズ剤(スチレン－アクリル酸系共重合体樹脂のカチオン性ポリマー、ハ
リマ化成株式会社製ＬＣ－５)からなるクリヤーサイズ塗工液を、ヒドロキシエチル化澱
粉の支持体両面の乾燥塗工量が０．６７ｇ／ｍ２（感熱記録層を設ける面の乾燥塗工量が
０．３３５ｇ／ｍ２）、カチオン性サイズ剤の支持体両面の乾燥塗工量が０．１５ｇ／ｍ
２（感熱記録層を設ける面の乾燥塗工量が０．０７５ｇ／ｍ２）になるように、ゲートロ
ールコーターで塗工した。カレンダーで密度が０．７ｇ／ｃｍ３になるように処理するこ
とにより、坪量４８ｇ／ｍ２、灰分５％の紙支持体を得た。
　この紙支持体の感熱記録層を設ける面の点滴吸水度は１７０秒であり、該支持体の６０
分間の水浸漬後におけるＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定される湿潤引張強さの測定値を、ＪＩ
Ｓ　Ｐ８１２４に規定される坪量の値で除した値は６．３であった。
【００５０】
　次に、上記で得た紙支持体の片面に、下記配合からなる下塗り層用塗工液をロッドブレ
ード法で塗工・乾燥して、下塗り層の乾燥塗工量を８．０ｇ／ｍ２とした。以下、下塗り
層が設けられた支持体を支持体１という。
＜下塗り層用塗工液＞
　焼成カオリン（エンゲルハード社製：アンシレックス９０）　　　１００部
　スチレン・ブタジエン共重合体ラテックス（日本ゼオン社製：ＳＴ５５２６、
　固形分４８％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０部
　完全ケン化型ポリビニルアルコール水溶液（クラレ社製：ＰＶＡ１１７、
　固形分１０％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０部
　水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４６部
【００５１】
[実施例１]
（感熱記録層）
　下記配合の顕色剤分散液（Ａ液）、ロイコ染料分散液（Ｂ液）及び増感剤分散液（Ｃ液
）を、それぞれ別々にサンドグラインダーで平均粒子径が０．５μｍになるまで湿式磨砕
を行なった。
顕色剤分散液（Ａ液）
　４－ヒドロキシ－４'－イソプロポキシジフェニルスルホン　　　 ６．０部
　完全ケン化型ポリビニルアルコール水溶液（クラレ社製：ＰＶＡ１１７、
　固形分１０％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８．８部
　水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１．２部
ロイコ染料分散液（Ｂ液）
　３－ジブチルアミノ－６－メチル－７－アニリノフルオラン（ＯＤＢ－２）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．０部
　完全ケン化型ポリビニルアルコール水溶液（クラレ社製：ＰＶＡ１１７、
　固形分１０％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４．６部
　水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．６部
増感剤分散液（Ｃ液）
　シュウ酸ジベンジル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６．０部
　完全ケン化型ポリビニルアルコール水溶液（クラレ社製：ＰＶＡ１１７、
　固形分１０％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８．８部
　水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１．２部
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【００５２】
　次に下記の割合で分散液を混合して感熱記録層用塗工液を調製し、この感熱記録層用塗
工液を、上記で得た支持体１の下塗り層上に乾燥塗工量が６．０ｇ／ｍ２となるようにロ
ッドブレード法で塗工・乾燥した。このシートをスーパーカレンダーで感熱記録面の平滑
度が５００～１０００秒になるように処理して、感熱記録体を得た。
＜感熱記録層用塗工液＞
　顕色剤分散液（Ａ液）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６．０部
　ロイコ染料分散液（Ｂ液）　　　　　　　　　　　　　　　　　　９．２部
　増感剤分散液（Ｃ液）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６．０部
　軽質炭酸カルシウム分散液（白石カルシウム社製：ブリリアント１５、
　固形分：５０％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０．０部
　完全ケン化型ポリビニルアルコール水溶液（クラレ社製：ＰＶＡ１１７、
　固形分１０％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０．０部
【００５３】
[実施例２]
　紙力剤１（ポリアミド－エピクロルヒドリン樹脂）をパルプ１００部に対して０．４部
（固形分換算で０．１０部）とした以外は、実施例１と同様にして感熱記録体を得た。紙
支持体の感熱記録層を設ける面の点滴吸水度は１７０秒であり、該支持体の６０分間の水
浸漬後におけるＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定される湿潤引張強さの測定値を、ＪＩＳ　Ｐ８
１２４に規定される坪量の値で除した値は２．５であった。
[実施例３]
　紙力剤１（ポリアミド－エピクロルヒドリン樹脂）をパルプ１００部に対して２．１部
（固形分換算で０．５０部）とした以外は、実施例１と同様にして感熱記録体を得た。紙
支持体の感熱記録層を設ける面の点滴吸水度は１７０秒であり、該支持体の６０分間の水
浸漬後におけるＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定される湿潤引張強さの測定値を、ＪＩＳ　Ｐ８
１２４に規定される坪量の値で除した値は９．５であった。
[実施例４]
　紙支持体を坪量４０ｇ／ｍ２とした以外は、実施例１と同様にして感熱記録体を得た。
紙支持体の感熱記録層を設ける面の点滴吸水度は１７０秒であり、該支持体の６０分間の
水浸漬後におけるＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定される湿潤引張強さの測定値を、ＪＩＳ　Ｐ
８１２４に規定される坪量の値で除した値は７．２であった。
[実施例５]
　紙支持体を坪量６０ｇ／ｍ２とした以外は、実施例１と同様にして感熱記録体を得た。
紙支持体の感熱記録層を設ける面の点滴吸水度は１７０秒であり、該支持体の６０分間の
水浸漬後におけるＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定される湿潤引張強さの測定値を、ＪＩＳ　Ｐ
８１２４に規定される坪量の値で除した値は５．０であった。
[実施例６]
パルプ配合を、ＴＭＰ７０部、ＬＢＫＰ３０部とした以外は、実施例１と同様にして感熱
記録体を得た。紙支持体の感熱記録層を設ける面の点滴吸水度は１００秒であり、該支持
体の６０分間の水浸漬後におけるＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定される湿潤引張強さの測定値
を、ＪＩＳ　Ｐ８１２４に規定される坪量の値で除した値は６．４であった。
[実施例７]
　パルプ配合を、ＴＭＰ１０部、ＲＧＰ（ＣＳＦ７０ｍｌ）１０部、ＮＢＫＰ（ＣＳＦ４
７０ｍｌ）５部、ＬＢＫＰ７５部とした以外は、実施例1と同様にして感熱記録体を得た
。この紙支持体の感熱記録層を設ける面の点滴吸水度は１５５秒であり、該支持体の６０
分間の水浸漬後におけるＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定される湿潤引張強さの測定値を、ＪＩ
Ｓ　Ｐ８１２４に規定される坪量の値で除した値は７．３であった。
[実施例８]
　パルプ配合を、ＴＭＰ５部とＣＳＦ３００ｍｌの古紙パルプ（機械パルプの配合割合１
０％、以下同じ。）９５部とした以外は、実施例１と同様にして感熱記録体を得た。紙支
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持体の感熱記録層を設ける面の点滴吸水度は１５５秒であり、該支持体の６０分間の水浸
漬後におけるＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定される湿潤引張強さの測定値を、ＪＩＳ　Ｐ８１
２４に規定される坪量の値で除した値は４．８であった。
[実施例９]
　パルプ配合を、ＴＭＰ４０部、古紙パルプ６０部とした以外は、実施例４と同様にして
感熱記録体を得た。紙支持体の感熱記録層を設ける面の点滴吸水度は１３０秒であり、該
支持体の６０分間の水浸漬後におけるＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定される湿潤引張強さの測
定値を、ＪＩＳ　Ｐ８１２４に規定される坪量の値で除した値は５．６であった。
[実施例１０]
　紙力剤１（ポリアミド－エピクロルヒドリン樹脂）を紙力剤３（変性ポリアクリルアミ
ド樹脂、星光ＰＭＣ社製ＤＳ３８３、固形分２０％）に変え、パルプ１００部に対して１
．２部（固形分換算で０．２４部）とした以外は、実施例１と同様にして感熱記録体を得
た。紙支持体の感熱記録層を設ける面の点滴吸水度は１７０秒であり、該支持体の６０分
間の水浸漬後におけるＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定される湿潤引張強さの測定値を、ＪＩＳ
　Ｐ８１２４に規定される坪量の値で除した値は４．２であった。
[実施例１１]
　支持体に下塗り層を設けない以外は実施例１と同様に、感熱記録層用塗工液を塗工して
、感熱記録体を得た。
【００５４】
［比較例１］
　パルプ配合を、ＬＢＫＰ１００部とした以外は、実施例１と同様にして感熱記録体を得
た。紙支持体の感熱記録層を設ける面の点滴吸水度は１９０秒であり、該支持体の６０分
間の水浸漬後におけるＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定される湿潤引張強さの測定値を、ＪＩＳ
　Ｐ８１２４に規定される坪量の値で除した値は６．１であった。
［比較例２］
　パルプ配合を、ＬＢＫＰ１００部として、パルプスラリーに対して、嵩高剤(花王株式
会社製ＫＢ１１５、多価アルコールと飽和脂肪酸のエステル体)を対パルプ重量当たり０
．５％となるように添加した以外は、実施例１と同様にして感熱記録体を得た。紙支持体
の感熱記録層を設ける面の点滴吸水度は１６０秒であり、該支持体の６０分間の水浸漬後
におけるＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定される湿潤引張強さの測定値を、ＪＩＳ　Ｐ８１２４
に規定される坪量の値で除した値は５．２であった。
[比較例３]
　嵩向上の為、ＬＢＫＰ製造時のリファイナーの強度を変更し、フリーネス（ＣＳＦ）が
５７０ｍｌのＬＢＫＰを用いた以外は、実施例１と同様にして感熱記録体を得た。紙支持
体の感熱記録層を設ける面の点滴吸水度は１４０秒であり、該支持体の６０分間の水浸漬
後におけるＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定される湿潤引張強さの測定値を、ＪＩＳ　Ｐ８１２
４に規定される坪量の値で除した値は４．６であった。
[比較例４]
　カチオン性サイズ剤の支持体両面を合わせた乾燥塗工量を０．０２ｇ／ｍ２（感熱記録
層を設ける面の乾燥塗工量が０．０１ｇ／ｍ２）とした以外は、実施例８と同様にして感
熱記録体を得た。紙支持体の感熱記録層を設ける面の点滴吸水度は１０秒であり、該支持
体の６０分間の水浸漬後におけるＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定される湿潤引張強さの測定値
を、ＪＩＳ　Ｐ８１２４に規定される坪量の値で除した値は４．８であった。
[比較例５]
　紙力剤１（ポリアミド－エピクロルヒドリン樹脂）をパルプ１００部に対して０．０４
部（固形分換算で０．０１部）とした以外は、実施例１と同様にして感熱記録体を得た。
紙支持体の感熱記録層を設ける面の点滴吸水度は１７０秒であり、該支持体の６０分間の
水浸漬後におけるＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定される湿潤引張強さの測定値を、ＪＩＳ　Ｐ
８１２４に規定される坪量の値で除した値は１．５であった。
[比較例６]
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　紙力剤１（ポリアミド－エピクロルヒドリン樹脂）をパルプ１００部に対して８．３部
（固形分換算で２．０部）とした以外は、実施例１と同様にして感熱記録体を得た。紙支
持体の感熱記録層を設ける面の点滴吸水度は１７０秒であり、該支持体の６０分間の水浸
漬後におけるＪＩＳ　Ｐ８１３５に規定される湿潤引張強さの測定値を、ＪＩＳ　Ｐ８１
２４に規定される坪量の値で除した値は１２．５であった。
【００５５】
［印字濃度］
　感熱記録体に、大倉電機社製のＴＨ－ＰＭＤを使用して、印加エネルギー０．３５ｍＪ
／ｄｏｔで印字を行ない、印字後の印字濃度をマクベス濃度計（ＲＤ－９１４、アンバー
フィルター使用）で測定した。
［再印字性］（保存後の印字濃度）
　４０℃、９０％ＲＨの環境下で感熱記録体を２４時間保存した。保存後の感熱記録体に
、大倉電機社製のＴＨ－ＰＭＤを使用して、印加エネルギー０．３５ｍＪ／ｄｏｔで印字
を行ない、印字濃度をマクベス濃度計（ＲＤ－９１４、アンバーフィルター使用）で測定
した。
【００５６】
[バーコード読取性（印刷裏抜け）]
　作製した感熱記録体の感熱記録面と反対の面に、ＲＩ印刷機を用いてオフセット輪転印
刷用インキ（墨）を印刷し乾燥させた後、感熱記録面にゼブラ社製ラベルプリンタ１４０
ＸｉIIIにてバーコード印字（ＣＯＤＥ３９）した後、印字されたバーコードをバーコー
ドリーダー（日本システックス社製、Ｑｕｉｃｋ Ｃｈｅｃｋ ＰＣ６００）にて評価した
。評価はＡＮＳＩグレード（ＣＥＮ法、測定回数１０回の平均）にて行った。
　評価値が１．５以上であれば、バーコード読取性において実用上問題ないレベルであり
、一方、評価値が１．５未満であると、バーコード読取性において実用上問題が発生する
。
【００５７】
[操業性]
　感熱記録体の製造工程において、合計長１００，０００ｍの紙支持体上に下塗り層用塗
工液および／または感熱記録層用塗工液を塗工する際の断紙の頻度を下記の基準で評価し
た。
　良：断紙が発生しない
　可：断紙が１回発生する
　不可：断紙が２回以上発生する
[離解性]
　ＪＩＳ　Ｐ８２２０に規定される標準離解機を用いて、パルプ濃度４．５％、ＮａＯＨ
濃度０．０９％、温度５０℃で５分間離解した後の離解状態を、下記の基準で目視で評価
した。
　良：未離解片がない
　可：微少な未離解片がある
　不可：未離解片がある
【００５８】
　評価結果を下表に示す。なお、表中の点滴吸水度は、支持体の感熱記録層を設ける面の
点滴吸水度を指す。
【００５９】
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